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平成23年９月行事予定表平成23年９月行事予定表

日 曜 県協会・建産連・土木施工管理技士会 建災防・建退共・厚年基金 協同組合・火薬協会・保証会社

１ 木
宮崎県建設業協会労務費調査説明会（日向）
宮崎県建設業者研修会（日向）

車両系建設機械（整地・掘削）運転
技能講習（2日まで清武）

２ 金

宮崎県建設業協会常務理事会並びに
県土整備部との意見交換会
宮崎県建設業協会労務費調査説明会
（日南・串間）
宮崎県建設業者研修会（日南・串間）
１級土木実地準備講習会（3日まで）
県議会9月定例議会開会（10/11まで)

３ 土

４ ㊐

５ 月

６ 火 丸のこ等取扱い作業従事者教育(清武)

７ 水

８ 木
九州建設業協会専務・事務局長会議
（鹿児島）

９ 金 1級土木実地準備講習会（10日まで）
不整地運搬車運転技能講習（11日
まで清武）

10 土

11 ㊐ 平成23年度上期  1･2級建設業経理検
定試験（宮崎大学）

12 月

13 火
基金資産運用検討委員会・第１回
代議員会

14 水 振動工具取扱作業従事者安全衛生教育（清武） 保証会社取締役会（大阪）

15 木 火薬保安講習（高鍋）

16 金
全国建設業協会正・副会長会議、理事会（東京）
2級土木実力テスト(17日まで）

基金納入告知書発送
高所作業車運転技能講習(18日まで延岡）

17 土

18 ㊐

19 ㊊ 敬老の日 敬老の日 敬老の日

20 火

21 水 基金企業年金連合会突合・未請求
者研修（東京）

22 木 建退共南九州支部事務担当者会議（沖縄）

23 ㊎ 秋分の日 秋分の日 秋分の日

24 土

25 ㊐

26 月

27 火
九州建設業協会会長会議・専務理事会議（福岡）
宮崎県建設業協会3級建設業経理事務
士特別研修（29日まで宮崎）

低圧電気取扱い業務特別教育（延岡）

28 水 九州技士会事務局長会議
足場の組立て等作業主任者能力向
上教育（延岡）

29 木
全国建設産業団体連合会全国府県会長会議

（岐阜県）
火薬保安講習（日向）

30 金
宮崎県建設業協会・技士会建設廃棄物の適
正処理に係る講習会（宮崎）
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日 曜 県協会・建産連・土木施工管理技士会 建災防・建退共・厚年基金 協同組合・火薬協会・保証会社

１ 土

２ ㊐

３ 月

４ 火 足場の組立て等作業主任者能力向
上教育 （清武）

５ 水 技士会職業能力開発校長会議 （長崎）

６ 木
全国建設業労働災害防止大会(7日まで広島)
基金企業年金連合会非常勤役員等研修（福岡）

７ 金
小型車両系建設機械 （整地・掘削）
特別教育 （8日まで清武）

８ 土

９ ㊐

10 ㊊ 体育の日 体育の日 体育の日

11 火 県議会9月定例会閉会

12 水

13 木
車両系建設機械 （整地 ・掘削） 運
転技能講習 （14日まで清武）

火薬類保安講習 （宮崎）

14 金
宮崎県建設業協会青年部連合会第25
回連合大会 （延岡大会）

15 土

16 ㊐

17 月 九州建設業協会地域・定例懇談会 （鹿児島） 基金納入告知書発送

18 火 就業体験 ： インターンシップ
（21日まで日向工業高校）

19 水

20 木
基金企業年金連合会企業年金ﾄｯﾌﾟ
ｾﾐﾅｰ （21日まで滋賀）

21 金

22 土

23 ㊐

24 月

25 火 宮崎県建設業協会建設現場等見学会
（宮崎農業高校）

26 水

27 木 建退共九州ブロック会議 （宮崎） 火薬類保安講習 （高千穂）

28 金
高所作業車運転技能講習
（30日まで清武）

火薬類保安講習 （延岡）

29 土

30 ㊐
31 月

平成23年10月行事予定表平成23年10月行事予定表

【新規加入会員】

地　区　名 会　社　名 代　表　者　名

日 向 ㈱ 米 澤 土 木 米　澤　弘　行

高 千 穂 ㈲ 栄 高 産 業 佐　藤　修　一

高 千 穂 甲 斐 土 木 造 園 ㈱ 甲　斐　武　智

高 千 穂 飯 干 工 業 ㈱ 飯　干　愛　雄

【代表者、組織、所在地等】

地　区　名 会　社　名 変更事項 変　更　前 変　更　後

宮 崎 ㈲ 丸 忠 産 業 代 表 者 佐　藤　忠　行 佐　藤　和　己

日 向 宗 建 設 ㈱ 代 表 者 安　田　三　保 安　田　宗　信

県協会　会県協会　会　　員員　　のの　　動動　　きき（８月１日～31日）
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宮崎県建設業協会

１．第５回常務理事会を開催

　８月常務理事会は、去る８月９日(火)午前10時、

県建設会館２階「委員会室」において開催され、永

野会長が冒頭で ｢７月27日付けの宮崎日日新聞に

１ページの広告を出した。また、昨日は、自民党県

連に対し県政への要望事項を説明し意見交換を行っ

た。国政は、混沌としているが、第３次補正予算の

準備がされており、少なくても３兆円程度、元気な

西日本･九州各県への配分と活性化を働きかけ、公

共事業の早期発注を促したい｣ と挨拶された。

　引き続き、永野会長が議長となって議事進行を

行った。

　議題１「新規会員加入について」は、４件の新規

加入社が審議され、日向地区の㈱米澤土木（代表取

締役　米澤弘行氏）、高千穂地区の飯干工業㈱（代

表取締役　飯干愛雄氏）、甲斐土木造園㈱（代表取

締役　甲斐武智氏）、㈲栄高産業（代表取締役　佐

藤修一氏）の４件について全会一致で承認された。

　議題２「アセット（汗人）マネジメントと技術向

上について」は、事務局より、本日の県土整備部と

の意見交換会で道路保全課長から説明があるが、ア

セットマネジメントは、県内橋梁の高齢化が進行し、

寿命に伴う架け替えが発生するなかで、定期点検と予防保全型維持管理への転換により、より安全・よ

り長く橋梁の長寿命化修繕計画を行うとともに、技術向上につなげる方法を取り組んでいくものであ

ると事前説明を行い、今後は、協会としても会員や県内業者が技術向上に向け取組んでいかなければ

ならない課題であるとの認識に至った。

　議題３「県政・国政への要望事項について｣ は、事務局より、昨日、自由民主党宮崎県支部連合会（自

民党県連）主催の平成24年度に県政に対する要望ヒヤリングがあり、永野会長が代表して説明を行なっ

たものである。県政に対する要望事項として５件、国政に対する要望事項として６件行ったことを報

告した。また、昨年、自民党県連へ要望を行った事項の回答が当日なされたことを報告し、その資料

を配布した。議長から、資料の概要について重点的に説明があり、了承された。

　議題４「東日本大震災支援対策と国会議員との意見交換について」は、事務局より、８月21日～23

日にかけて、東日本大震災支援視察並びに地元選出国会議員との意見交換会の行程等について説明を

行い了承された。

　議題５　政治団体 ｢宮崎を元気にする会｣ への寄付について、河野県知事の後方支援政治団体とし

て ｢宮崎を元気にする会｣ の選管届出が完了したことを報告し、後援団体として100万円を寄付するこ
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とについて協議した結果、全会一致で承認された。

　議題６「次回常務理事会の開催日時について」は、９月２日(金)午後１時30分から行うことで了承さ

れた。

　その他として、①自民党宮崎県政経セミナー2011について、10月16日（日）午後１時から３時まで

自民党幹事長の石原伸晃氏の講演が県立芸術劇場で開催されるので参加をお願いし、また、セミナー券

１枚１万円計100枚の販売の要請があり、協議したところ県協会で全額負担することで承認された。

　②九州建設業協会　委員会･懇親会等スケジュールについて、本日午後から開催される九州建設業協

会常置委員会の土木･建築･労務の各委員会について、説明を行い了承され、すべての議題を協議し終了

した。

２．県土整備部との意見交換会を開催

　平成23年８月９日(火)午後３時00分から午後４時20分まで県建設会館５階会議室で、県土整備部との

意見交換を行った。

　なお、県の出席者は、下記のとおりである。

県土整備部　管　理　課：江藤課長、奥課長補佐、河野入札制度改革担当主幹、串間建設業担当主幹、

　　　　　　　　　　　　宮田入札制度改革担当主査

　　　　　　技術企画課：満留課長、馴松課長補佐、森技術調整担当主幹、奥松技術基準担当主幹、

　　　　　　　　　　　　梅下総合評価担当主幹、日髙総合評価担当主査

　　　　　　道路保全課：谷口課長

　県建設業協会　役員13名　、事務局３名　計16名

　永野会長より、「毎月こうして意見交換をさせていただいて感謝している。昨日は自民県連との意見

交換を行った。23年度補正は、第１次４兆円、第２次２兆円、第３次補正の早期策定と予算配分が遅れ

ているが、早期発注をお願いしたい。また、盆明けには、６名の代議士との意見交換を計画している。」

と挨拶された。また、江藤管理課長より、「県の予算は、国の内示がないため遅れている。また、県職

員の逮捕について県民への信頼回復に努めている。」と述べられた。

　議題１の橋梁の長寿命化修繕計画について、谷口道路保全課長が資料により説明があり、この計画に

基づき計画的な橋梁補修の入札公告を考えているが、関係ある工事は、とび・土工、メタルが対象とな

ると説明を受けたが、実績が問題となっていること等意見が飛び交い、活発な意見交換となった。その

他として、満留技術企画課長より、総合評価落札方式の建築工事についても災害型評価シートで行なう

との報告があった。

永野会長挨拶 江藤管理課長挨拶 意見交換会
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平成 23 年度宮崎県優良工事表彰　表彰工事一覧

知事賞　（３件）

部　名 工事番号・工事名 施工業者名 発注機関名

環境森林部 平成21年度森林保全林道整備事業（居住）
竹の原・諸和久線（４工区） 木田建設（株） 西臼杵支庁

農政水産部 平成21年度一般広域第2-1-6号
川南漁港　防砂堤ケーソン製作工事 大和開発（株） 中部港湾事務所

県土整備部 平成22年度22道路災第2-2号
鵜戸神宮線　22年発生道路災害復旧工事 𠮷原建設（株） 日南土木事務所

部長賞　（８件）　

部　名 工事番号・工事名 施工業者名 発注機関名

環境森林部 平成21年度林地荒廃防止施設災害復旧事業
広瀬川No.1地区 （株）宮本組 中部農林振興局

農政水産部 平成21年度畑地帯総合整備事業（担手支援）
尾八重野地区８工区 原工業（株） 西諸県農林振興局

〃 平成21年度かんがい排水事業（一般）
岩熊地区２工区 （有）松本建設 東臼杵農林振興局

県土整備部 平成22年度通常砂防第3-1-1号
田久保川主堰堤工事 (株)木下組 西臼杵支庁

〃
平成22年度第2342-ｲ- １号
えびの高原スポーツレクリエーション施設
製氷整備更新工事

江坂設備工業（株） 営繕課

３．平成23年度宮崎県優良工事表彰を実施

　宮崎県は、 ８月２日、 優良工事表彰制度に基づき、 平成23年度宮

崎県優良工事表彰をそれぞれの機関で行った。 

　宮崎県優良工事表彰制度とは、 環境森林部、 農政水産部及び県土

整備部が所管する建設工事を対象に、 工事成績が優秀であり、 かつ

他の模範となる取組を行っている工事を 「優良工事」 として表彰す

るものである。 

　本年度の受賞工事は、 知事賞３件、 部長賞８件、 発注機関長賞62

件となっており、 下記のとおりである。 

知事表彰（木田建設㈱） 知事表彰（大和開発㈱） 知事表彰（𠮷原建設㈱）

知事賞表彰式（左から𠮷原建設㈱、
知事、大和開発㈱、木田建設㈱）
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発注機関長賞　（６２件）

部　名 工事番号・工事名 施工業者名 発注機関名

環境森林部 平成21年度林地荒廃防止事業　御塩井 （株）相生組 西臼杵支庁

〃 平成21年度奥地保安林保全緊急対策事業
小椪地区（２工区） 内田産業（株） 南那珂農林振興局

〃 平成22年度復旧地山事業
椎八重（１工区）地区工事 （株）大建 北諸県農林振興局

〃 平成22年度復旧治山事業　後平地区 （株）丸山工務店 西諸県農林振興局

〃 平成22年度林地荒廃防止事業　山中 （有）佐伯建設 児湯農林振興局

〃 平成21年度山のみち地域づくり交付金事業
小川・石打谷線（２－１工区） （名）仁科産業 児湯農林振興局

〃 平成21年度復旧治山事業（滝の下１工区） （株）松澤組 東臼杵農林振興局

農林水産部 平成21年度中山間地域総合整備事業
五ヶ所地区３工区 大寺建設（株） 西臼杵支庁

〃 平成21年度中山間地域総合農地防災事業
東深角地区５工区 高千穂土木（株） 西臼杵支庁

〃 平成21年度基幹農道整備事業
北今泉３期地区１工区

富士ピー・エス・内山
特定建設工事共同企業体 中部農林振興局

〃 平成22年度経営体育成基盤整備事業
跡江２期地区４工区 （株）伊東建設 中部農林振興局

〃 平成22年度農地保全整備事業（シラス）
上本城地区１工区 （有）大洋建設 南那珂農林振興局

〃 平成22年度畑地帯総合整備事業（担手支援）
払川第１－２期地区４工区 稲元建設（株） 北諸県農林振興局

〃 平成22年度経営体育成基盤整備事業
中央耕地地区４工区 （有）別府建設 西諸県農林振興局

部　名 工事番号・工事名 施工業者名 発注機関名

県土整備部 平成21年度交付建設2-46-2号
国道219号　広瀬バイパス　道路改良工事 （株）田中産業 宮崎土木事務所

〃 平成22年度県単維持第01-1-4号
宮崎須木線（大口）仮設防護柵工事 （株）トクホ 高岡土木事務所

〃 平成22年度道路委託第01-3号
稲葉崎平原線　安賀多橋　地覆高欄工事（その１） （株）伊東組 延岡土木事務所

環境森林部長表彰 県土整備部長表彰 農政水産部長表彰
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部　名 工事番号・工事名 施工業者名 発注機関名

農林水産部 平成22年度農地保全整備事業（特殊土壌）
下野田原２期地区２工区 （株）津房産業 児湯農林振興局

〃 平成21年度畑地帯総合整備事業（担手育成）
尾鈴北第１地区２工区 （株）宏和工業 児湯農林振興局

〃 平成22年度特定漁場第4-1-0号日向灘地区
日向灘沖合漁場　魚礁工事　4-1

松浦・竹井
経常建設共同企業体 漁村振興課

〃 平成21年度漁港環境第6-1-2号
油津漁港　第１突堤護岸工事 富岡建設（株） 油津港湾事務所

〃 平成22年度漁村再生第5-1-1号
南浦漁港（須美江地区）防波堤改良工事他 豊松建設（株） 北部港湾事務所

県土整備部 平成22年度第1742-ア-1号
水産振興協会ろ過槽改修他工事 （有）四季設備 営繕課

〃 平成22年度第512-ア-1号
衛生環境研究所付属棟建設主体他工事 （株）マスジュウ 営繕課

〃 平成22年度第1122-ア-1号
日南振徳高校普通特別教室棟建設主体工事 丸宮建設（株） 営繕課

〃 平成22年度第1122-ア-3号
日南振徳高校普通特別教室棟建設電気工事 （株）電工社 営繕課

〃 平成21年度交付建設第2-16-1号
木脇高岡線　宮王丸工区　道路改良工事 （株）戸敷開発 宮崎土木事務所

〃 平成21年度特交地区第1-1-6号
県道宮崎須木線　松橋工区　歩道工事 旭洋建設（株） 宮崎土木事務所

〃 平成21年度県単改良第110-21-1-01号
天神川農道橋下部工事 （株）岩永建設 宮崎土木事務所

〃 平成22年度通常砂防第18-3-1号
別府田野川　通常砂防事業　林道吹替工事

大塚・三州
経常建設共同企業体 宮崎土木事務所

〃 平成21年度交付建設第3-6-1号
一般県道　郷之原日南線　内之田工区　橋梁上下部工事

河野・谷口
経常建設共同企業体 日南土木事務所

〃 平成21年度広域河川第43-3号
酒谷川　付替道路改良工事 一政建設（有） 日南土木事務所

〃 平成22年度22道路災第85-01号
国道448号　一の坂工区　道路災害復旧工事その１ （株）畑山建設 串間土木事務所

〃 平成22年度22道路災第86-02号
国道448号　市木工区　道路災害復旧工事 東和建設工業（株） 串間土木事務所

〃 平成21年度交付建設第3-35-02号
国道448号　上千野～代田工区　道路改良工事 （株）谷口組 串間土木事務所

〃 平成21年度交付都市第4-8号
蔵原通線　西都城駅駅前広場　歩道改良工事 丸宮建設（株） 都城土木事務所

〃 平成22年度交付建設第31-01-5号
県道都城東環状線　今町工区　道路改良工事（梅北IC) 𠮷原建設（株） 都城土木事務所

〃 平成22年度県単補修第02-2号
国道269号　蓼池２工区　舗装修繕工事 大淀開発（株） 都城土木事務所

〃 平成21年度総流防大第7-6号
山田川　河川改修工事 （有）福島組 都城土木事務所

〃 平成21年度特交地区第5-4-1号
県道御池都城線　浜之段工区　交通安全工事 （株）平原産業 都城土木事務所

〃 平成21年度県単改良第510-21-2-1号
湯の元川　可動堰下部工工事 （株）吉行産業 小林土木事務所

〃
平成21年度特交地区第8-3-2号
交通安全施設整備工事（地区一括）
洗出橋側道橋上下部工事

原工業（株） 小林土木事務所
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部　名 工事番号・工事名 施工業者名 発注機関名

県土整備部 平成21年度障害防止第1-1号
障害防止対策工事 （株）日進建設 小林土木事務所

〃
平成22年度22道路災第212-01号
小林えびの高原牧園線　末永工区
道路災害復旧工事

（有）留野総建 小林土木事務所

〃 平成21年度河川激特第2-3号
麓川　河川改修（県道市道工事） （株）長友組 高岡土木事務所

〃 平成21年度県橋維持第82-1号
一般県道綾宮崎自転車道線　塚原橋歩道橋　橋梁維持工事 （有）綾川建設 高岡土木事務所

〃 平成21年度連携国道　第2-1-1-4号
国道219号　横野工区　道路改良工事 （株）伊達組 西都土木事務所

〃 平成21年度交付建設第2-43-21号
国道219号　園元工区　改良工事 （有）川崎開発 西都土木事務所

〃 平成21年度交付建設第2-43-22号
国道219号　園元工区　改良工事 日栄建設（株） 西都土木事務所

〃 平成21年度交付建設第2-43-24号
国道219号　園元工区　舗装工事 旭洋建設（株） 西都土木事務所

〃 平成20年度連携特改第1-2-4-1号
国道219号片内トンネル工事　第1-2-4-1号

𠮷原・富岡・坂口
特定建設工事共同企業体 西都土木事務所

〃 平成21年度交付建設第2-35-1号
主要地方道　東郷西都線　戸崎工区　橋梁工事 （株）尾鈴建設 高鍋土木事務所

〃 平成21年度交付交安第2-63-01号
主要地方道　宮崎高鍋線　歩道設置工事　2-63-1 長嶺土木（有） 高鍋土木事務所

〃 平成21年度交付都市第16-2号
菖蒲池上江線　平原工区　道路改良工事 （株）桑原建設 高鍋土木事務所

〃 平成21年度県単特改第121-20-2号
西都南郷線道路改良工事 （株）南郷開発 日向土木事務所

〃 平成22年度交付建設第1-29-1号
国道327号　日向バイパス工区　改良工事 （株）五大建設 日向土木事務所

〃 平成20年度連携国道第7-2-4-1号
国道327号　野地トンネル工事　第7-2-4-1

フジタ・矢野・内山
特定建設工事共同企業体 日向土木事務所

〃 平成21年度県単特改第121-20-3号
西都南郷線　上渡川工区　改良工事 （有）松田土木 日向土木事務所

〃 平成21年度円滑国道第7-1-1-2号
国道327号　日向バイパス工区　改良工事 （株）橋口組 日向土木事務所

〃 平成22年度道路受託第01-10号
稲葉崎平原線　安賀多橋　橋面舗装工事 湯川建設（株） 延岡土木事務所

〃 平成22年度交付地活第25-01号
国道388号　古江トンネル照明設備更新工事 西南電気（株） 延岡土木事務所

〃 平成21年度県単改良第1010-21-2-1号
妙田川　橋梁工事 上田工業（株） 延岡土木事務所

〃 平成21年度急傾対策第40-3-2号
浦尻第４地区　急傾斜地崩壊対策工事 （株）盛武組 延岡土木事務所

〃 平成21年度改修重要第3-1-1号
油津港　東地区　港湾工事　第3-1-1号

河野・谷口
経常建設共同企業体 油津港湾事務所

〃 平成21年度改修重要第1-1-02号
細島港　外港地区　港湾工事　第1-1-02号 （株）長谷川組 北部港湾事務所
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番 号 募集予定施設名 所在地 施設所管課 電話番号

１ 宮崎県男女共同参画センター 宮崎市
生活・協働・
男女参画課

(0985)
26-7040

２ 宮崎県東京学生寮
東京都
千代田区

総務課
(0985)
26-7290

３ 宮崎県福祉総合センター 宮崎市
福祉保健課

(0985)
26-7074４ 県立母子福祉センター 宮崎市

５ 県立視覚障害者センター 宮崎市
障害福祉課

(0985)
32-4468６ 県立聴覚障害者センター 宮崎市

７
宮崎県林業技術センター（研修寮、森の科学
館、体験の森、森林植物園、親水広場のみ）

美郷町 森林経営課
(0985)
26-7154

８ 宮崎県川南遊学の森 川南町
環境森林課
みやざきの森林
づくり推進室

(0985)
26-7153

９ 宮崎県ひなもり台県民ふれあいの森 小林市 (0985)
26-716010 宮崎県諸県県有林共に学ぶ森 宮崎市

11 宮崎県サンビーチ一ツ葉 宮崎市
港湾課

(0985)
26-718912 宮崎港マリーナ施設 宮崎市

13 県立阿波岐原森林公園 宮崎市

都市計画課
(0985)
26-7191

14 県立青島亜熱帯植物園 宮崎市

15 宮崎県総合運動公園 宮崎市

16 県立平和台公園 宮崎市

17 宮崎県総合文化公園 宮崎市

18 特別史跡公園西都原古墳群 西都市

19
～
107

県営住宅　　
(県営小戸団地等89団地)

宮崎・日南・串間・都城・小林・
高岡・西都・高鍋 土木事務所
管内

建築住宅課
(0985)
26-7196

108 宮崎県体育館 宮崎市

スポーツ振興課
(0985)
26-7247

109 宮崎県ライフル射撃競技場 宮崎市

宮崎県総合運動公園（有料公園施設のみ） 宮崎市

４．県設置の「公の施設」における指定管理者募集のお知らせ

宮崎県では、県が設置した「公の施設」について、民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上と

経費の削減等を図ることを目的に、平成24年度からの管理業務をお願いする指定管理者を下記のとおり

募集します。法人その他の団体（個人は除く）であれば、単独又はグループいずれでも応募ができます

ので、積極的なご応募をお待ちしております。

具体的な募集情報は、各施設所管課にお問い合わせいただくか、県ホームページをご覧ください。

【問い合わせ先】　指定管理者制度について　    県行政経営課　組織・行革担当　(0985)32-4473

　　　　　　　　　（※各施設の募集情報の詳細は、以下施設所管課までお問い合わせください。）

【県ホームページ】http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/somu/gyosei/shitei_kanri/

【募集期間】７月上旬～９月上旬（※ホームページの募集情報（詳細）は募集開始と当時に更新される予定です。）

【説　明　会】募集の詳細について説明会を開催します。（※参加申込みが必要です。）

　　　　　　（※開催時期（７月下旬～８月上旬）、会場（現地施設、県庁等）は施設によって異なります。）
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５．下請債権保全支援事業の拡充・延長について

６．地域建設業経営強化融資制度の拡充・延長について
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１　平成23年度 １級土木施工管理技術検定「学科試験」の
合格発表

　平成23年７月３日(日）に１級土木施工管理技
術検定「学科試験」が行われ、その実施結果に
ついて平成23年８月17日（水）に（財）全国建
設研修センターから発表がありました。合格者
にはすでに通知がなされているところでありま
す。各試験地における合格者数等は下記のとお
りとなっております。なお、（財）全国建設研
修センターのホームページ（http://www.jctc.
jp/）に合格者受験番号が掲載されていますので
併せてご案内いたします。
　下表のとおり、全国の受験者数34,241人（前
年度　39,733人）、合格者数13,959(同　21,066
人)で、合格率40.8％（同　53.0%）と受験者数、
合格者数、合格率とも前年を大きく下回ってお
ります。合格者の年齢構成は、39歳以下が72.3%
となっております。福岡会場は、受験者数5,240
人（同　6,070人）、合格者数は2,080人（同　
3,181人）で、全国同様、合格率39.7％と前年度
の52.4％を大きく下回っております。今年の出
題は、例年どおり95問でそのうち、65問を解答し、
36問以上正解を合格としています。

２　平成23年度　土木施工管理技術検定試験
　　２級「模擬」 試験受験準備講習会（ご案内）　
 【ＣＰＤＳ認定講習会】
　最近の建設工事は規模も構造も大型化し、建設技術の進歩等で工事内容が多様化、複雑化しています。
また、営業所における専任技術者及び工事現場における主任技術者を確保するには、より多くの資格者
を保有することが企業にとっても大切な事であります。
　建設産業は厳しい状況にありますが、技術者の高齢化等で人材育成は喫緊の課題であり、優秀な人材
の確保、育成に積極的に取り組む必要があります。建設事業に携わる技術者はいついかなる厳しい時代
がやってきても、技術を常に磨き自己研鑽・自己啓発に努め能力を十分蓄え自信をもち対応していただ
きたいと思っております。
　それには「国家資格」を取得されることが大切であります。２級土木施工技術管理検定試験日は10月
23日に予定されており、去る、７月20日～22日、７月27日～29日で２級「学科」の受験準備講習会を終
了したところです。受講生の皆様は真剣に取り組んでいました。
　つきましては、２級土木施工管理技士の資格取得の合格率をアップするため「模擬試験」を次のとお
り計画いたしましたのでご参加いただきますようご案内申し上げます。

２級　模擬試験　（2日間）

日　　 時 平成 23 年 9 月 16 日（金）～　9月 17 日（土）

場　　 所 宮崎県建設会館（宮崎市橘通東 2丁目 9番 19 号）

問い合わせ 宮崎県土木施工管理技士会 (0985-31-4696)

技　士　会

平成23年度　１級土木施工管理技術検定・学科試験実施結果表

試験地 出席者数 合格者数 合格率 (％ )

札　 幌 1,664 674 40.5

釧　 路 392 143 36.5

青　 森 686 259 37.8

仙　 台 1,886 807 42.8

東　 京 9,142 3,820 41.8

新　 潟 1,386 594 42.9

名古屋 4,024 1,642 40.8

大　 阪 5,251 2,036 38.8

岡　 山 1,132 465 41.1

広　 島 1,377 613 44.5

高　 松 1,268 572 45.1

福　 岡 5,240 2,080 39.7

那　 覇 793 254 32.0

計 34,241 13,959 40.8



－ 12 －

３　２回目の『 監理技術者の講習会 』終わる
　平成23年度第２回目の監理技術者講習会を、平成23年８月17日（水）に宮崎市学園木花台の「宮崎県
職業能力開発協会」視聴覚ホールで開催しました。52名の受講者がありました。
　監理技術者講習会については、ご案内のとおり、講習会のあり方等が検討されていますが、現在の建
設業法では必要となっております。現制度では、公共工事の監理技術者は、監理技術者資格者証と講習
修了証の２枚のカードが必要となり、現場に携帯しなければなりません。

　「監理技術者講習会」の今後の日程についてお知らせ

　平成23年度の講習会は、下記のとおり、後２回計画しております。都合のいい日を選んで受講してく
ださい。

日　　　程 会　　　場

平成23年11月16日（水） 宮崎県職業能力開発協会（宮大前）

平成24年２月８日（水） 宮 崎 県 建 設 会 館

※お問い合わせ　宮崎県土木施工管理技士会　　（ＴＥＬ0985－31－4696）

監理技術者とは、

　発注者から直接、工事を請け負い、そのうち、総額3,000万円以上を下請け契約して

工事を施工する場合(土木)は、監理技術者を工事現場に置かなければなりません。

４　「建設廃棄物の適正処理に係る講習会」の開催について（ご案内）
　宮崎県土木施工管理技士会・㈳宮崎県建設業協会と建設６団体副産物対策協議会との共催で「建設廃
棄物の適正処理に係る講習会を実施します。ＣＰＤＳ認定講習会で３ユニットを取得できます。参加費
は無料です。積極的な参加をお願いします。
内容は、　〔第１部〕建設廃棄物の適正処理について
　　　　　　　　　・・・・・・処理委託契約、マニフェスト制度他適正処理について
　　　　 〔第２部〕廃棄物処理法の改正について（平成23年４月１日施行）
　　　　　　　　　・・・・・・改正概要、排出事業者に関連する主な項目について
　　　　 〔第３部〕改正土壌汚染対策法について
　　　　　　　　　・・・・・・改正概要、建設工事における留意事項について
となっております。

　日　　時　　平成23年９月30日（金）　13：30～16：30
　場　　所　　宮崎県農協会館/ＪＡ・ＡＺＭホール　本館大ホール
　定　　員　　３００名
　参　加　費　　無　料

５　ＪＣＭセミナー（特別講習会）のご案内
　（社）全国土木施工管理技士会連合会では、技術提案に係る少人数演習タイプのＣＰＤＳ認定講習(７
ユニット)を下記のとおり計画しています。先着30名のみの受付となっております。早めのお申し込み
をお勧めします。
　講　習　名　　技術提案ワンポイントコース
　講　　師　　ハタコンサルタント㈱　降旗　達生（予定）
　日　　時　　平成23年11月14日（月）　９：30～17：00
　場　　所　　宮崎県建設会館
　定　　員　　３０名
　参　加　費　　技士会会員　３，０００円　　非会員　　２０，０００円
　申し込み　　全国技士会のホームページ（http://www.ejcm.or.jp/）
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１　建退共事業加入・履行証明書の発行について

　建設業退職金共済（建退共）事業の『加入・履行証明書』は、「経営事項審査申請用」と「入札参加

資格申請用（指名願）」があります。

　証明書は、申請者である建退共事業加入の事業主が制度を適正に実施していることを確認して発行し

ます。

＊建退共制度の適正な実施とは

　公共工事・民間工事を問わず、事業主が、建設現場で働く労働者について働いた日数に応じて必要な

共済証紙を購入して共済手帳に貼付し、手帳が満了になったら更新していることをいいます。

【加入・履行証明手続きに必要なもの】

◎経営事項審査申請用（労働福祉向上の一つとして加点評価の対象）

１　加入・履行証明願

　　宮崎県支部の様式（申請書）を使用してください。

　　（各地区の建設業協会にもあります。ダウンロードした様式では受け付けていません。）

　　２枚複写になっています。２枚とも申請者欄に押印してください。

２　共済手帳受払簿の原本

　　前年分（支部の受付印のあるもの）の続きに記入してください。

３　共済証紙受払簿の原本

　　決算期ごとに記入してください。

４　決算期間内に購入した掛金収納書のコピー

５　元請又は下請で建退共証紙の受渡しがある場合は、受領書等のコピー

６　手数料 200 円

〈郵送で申請する場合〉

　　手数料 200 円分として、郵便局の定額小為替 200 円を同封してください。

７　返信用封筒Ａ４サイズ

　　返信先の会社の住所を記入し、140 円切手を貼付してください。

◎　入札参加資格申請用（指名願）

１　証明願

　　２枚複写になっています。２枚とも申請者欄に押印してください。

２　最近３か月間の掛金収納書のコピー

３　元請又は下請で建退共証紙の受渡しがある場合は、受領書等のコピー

４　手数料 200 円

〈郵送で申請する場合〉

　　手数料 200 円分として、郵便局の定額小為替 200 円を同封してください。

５　返信用封筒

　　返信先の会社の住所を記入し、80 円切手を貼付してください。

《ご注意》

　証明願に必要事項が記入されていなかったり、上記の必要書類の添付がなく、また、手帳の更新が適

正に行われていない場合は、証明書が発行できませんのでご注意ください。

　また、証明書の内容確認に時間がかかりますので、証明願は日数に余裕を持って提出してください。

書類の不備等で連絡がつかない場合は、返送することもありますのでご了承ください。

建　退　共

★建退共全員加入で明るい職場（加入率のアップ）★
★お疲れさまに貼る１枚（手帳更新率のアップ）★
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１．事　業　概　況（７月分）

１．適　用 （平成23年７月末現在）

設立事業所数
加　　入　　員　　数

男 女 計

339 社 3,694 577 4,271
 

２．給　付

　　裁定状況 （平成23年７月末現在）

当　　　月　　　分 年　　度　　累　　計

件数 金　　　額 件数 金　　　額

第 １ 種 退 職 年 金 8 4,405,900 36 19,299,100
第 ２ 種 退 職 年 金 15 4,080,500 75 16,804,300
選 択 一 時 金 4 2,987,400 24 17,528,800
脱 退 一 時 金 24 3,611,400 61 10,389,400
遺 族 一 時 金 0 0 3 1,508,800

３．年金経理（保有資産・時価） （平成23年７月末現在）

信 　 託 　 資 　 産 13,370,715,392　円
合 　 　 　 　 　 計 13,370,715,392　円

厚生年金基金

２．建退共宮崎県支部取扱状況（７月分）

建退共宮崎県支部　

　　 区分
月別   　

共　　済
契約者数

被共済者数
　　 　区分
月別 　  　

手帳更新
状　　況

退職金支給状況
掛金収納状況 
（６月分） 

６月末計
社

3,144

名

47,547
前年度累計

冊

383,187

件

42,893

千円

25,226,016

千円

111,859,531

加　　入 4 69 当　月　分 811 144 111,225 50,946

脱　　退 7 138 本　年　度　分 3,068 574 480,397 128,289

７月末計 3,141 47,478 累　　　計 386,255 43,467 25,706,413 111,987,820

注：掛金収納額は 23．６月分を表す　
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建　災　防

１　平成23年度　全国労働衛生週間について

 ９月１日～30日　準備期間　

 10月１日～７日　本週間　　

〈スローガン〉

「見逃すな　心と体のＳＯＳ　みんなでつくる健康職場」

　全国労働衛生週間は、昭和25年に第１回が実施されて以来、本年で第62回を迎えます。この間、本

週間は、国民の労働衛生に関する意識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管理活動を通じた

労働者の健康の保持増進等に大きな役割を果たしてきたところです。

　我が国における業務上疾病による被災者は長期的には減少してきたものの近年は横ばいとなってお

り、昨年は8,111人と熱中症等の異常温度条件による疾病の多発により前年と比べ増加しました。一方、

一般定期健康診断の結果、何らかの所見を有する労働者の割合は高水準で推移しており、平成22年は

52％に上っています。

　さらに、我が国における自殺者数が近年３万人を超えており、そのうち約2,600人が勤務問題を原因・

動機の一つとしていること、仕事や職業生活に関する強い不安、悩み、ストレスを感じる労働者の割

合が約６割に上っていること、メンタルヘルス上の理由により休業又は退職する労働者が少なからず

おり、精神障害等による労災認定件数が高い水準で推移していること等から、職場におけるメンタル

ヘルス対策の取組みが重要な課題となっております。このため、労働者自身のほか、管理監督者、産

業保健スタッフ等が労働者の心の不調に早期に気付き適切な対処を行うとともに、職場環境の改善に

つなげることにより、労働者の心の健康が確保された職場を実現していくことが重要です。

　また、労働者の健康確保と快適な職場環境の形成を図る観点から、受動喫煙のない職場の実現を図

ることも必要です。

　このような状況の中、第11次の労働災害防止計画においては、労働者の健康確保対策を推進し、定

期健康診断における有所見率の増加傾向に歯止めをかけ、減少に転じさせること等を目標としており、

目標達成のためには、健康診断の結果に基づく措置の実施の促進等に関係者が着実に取り組み、労働

者の健康の確保を図ることが必要です。

　このような観点から、本年度は、

「見逃すな　心と体のＳＯＳ　みんなでつくる健康職場」

をスローガンとして10月１日から10月７日までの期間実施されます。

　９月１日から９月30日を準備期間とし、県内すべての事業場において、労働衛生意識の高揚を図る

とともに、自主的な労働衛生管理活動を推進しましょう。

２　佳宅建築工事に対する一斉監督指導の結果について

 （平成23年８月４日宮崎労働局発表）
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～平成23年度の結果　６割以上の住宅建築工事現場で法違反～

　宮崎労働局（局長　小
こばやしやすき

林泰樹）においては、木造家屋等低層住宅建築工事（以下「住宅建築工事」

という。）に対して、７月４日（月）から７月８日（金）までの５日間を「住宅建築工事に対する

一斉監督実施期間」として、宮崎、延岡、都城の３つの労働基準監督署で

　・安全な足場や作業床の確保等墜落防止措置の徹底

　・保護帽（ヘルメット）の着用の徹底

等を重点に監督指導を実施いたしました。

　その結果、６割の住宅建築工事現場で、足場や作業床からの墜落による危険を防止するための措

置がなされていない等の労働安全衛生法違反が認められました。

　当局管内の住宅建築工事に係る死亡災害は、平成16年以降は発生していないものの、昨年の休業４日

以上の労働災害の件数は前年に比較して約４割増加し、これらの災害のうち約４割が死亡災害につなが

るおそれの高い墜落・転落災害となっております。

　平成23年７月４日から７月８日までの５日間に宮崎労働局管内で監督指導を実施した宮崎県内の住宅

建築工事68現場のうち、６割の41現場で何らかの労働安全衛生法違反が認められ、このうち８現場に対

して作業停止、立入禁止等の行政処分を行いました。

　68の工事現場で認められた安全衛生法違反事項は延べ145件であり、このうち死亡や重篤な結果につ

ながりかねない墜落・転落災害に関する事項が95件で、違反事項全体の６割強を占めており、施工業者

の法令遵守意識の向上が求められます。

　なお、「足場先行工法」（家屋の建方作業開始前に足場の設置を行い、安全な足場を確保しつつ施工す

る工法）は、監督指導を実施した68現場のうち55現場（80.1％）で実施されておりましたが、同工法は、

墜落・転落災害の減少を図るために有効であることから、さらなる普及定着が必要と考えられます。

　宮崎労働局では、今回の一斉監督指導結果を踏まえ、住宅建築工事における労働安全確保がさらに図

られるよう、指導等に取り組むこととしております。

　41現場で認められた労働安全衛生法違反を事項別にみると次表のとおりです。

【一斉監督指導期間中の違反の内容】

違　反　事　項 件　　数 比率（％）

足場・はしご等の墜落・転落防止措置等の未整備 95 65.5

木材加工用機械の接触予防装置等の未整備 14 9.7

足場の最大積載荷重等の非表示 14 9.7

木造建築物の組立等作業主任者の未選任、氏名等の未周知 12 8.3

保護帽（ヘルメット）の未着用 6 4.1

その他 4 2.8

合　計 145 100.0

　（注）現場によっては、複数の法違反事項があり、法違反事項件数計と法違反現場数は一致しない。
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火 薬 協 会

１　平成23年火薬類による事故

　平成23年１月１日から５月31日現在の火薬類による事故の発生状況は次のとおりです。

［Ⅰ］総括表（取扱・種類別一覧表）

 （平成23年５月31日現在）　

項　　目 事故件数 死亡者数 負傷者数
取　　扱 種類別 件数 計 人数 計 人数（重－軽） 計

製 造 中
産 業 火 薬
煙 火
が ん 具 煙 火

0
0
0

0
0
0
0

0
0－0
0－0
0－0

0－0

消 費 中
産 業 火 薬
煙 火
が ん 具 煙 火

2
1
0

3
0
0
0

0
0－1
1－0
0－0

1－1

運 搬 中
産 業 火 薬
煙 火
が ん 具 煙 火

0
0
0

0
0
0
0

0
0－0
0－0
0－0

0－0

貯 蔵 中
産 業 火 薬
煙 火
が ん 具 煙 火

0
0
0

0
0
0
0

0
0－0
0－0
0－0

0－0

が ん ろ う 中
産 業 火 薬
煙 火
が ん 具 煙 火

0
0
0

0
0
0
0

0
0－0
0－0
0－0

0－0

そ の 他 事 故
産 業 火 薬
煙 火
が ん 具 煙 火

0
0
0

0
0
0
0

0
0－0
0－0
0－0

0－0

合 計
産 業 火 薬
煙 火
が ん 具 煙 火

2
1
0

3
0
0
0

0
0－1
1－0
0－0

1－1

［Ⅱ］事故一覧

　産業火薬消費中

番号 発生日時 発生場所 死 傷 級 事　故　概　要

1 ２月15日
14：15頃

山形県
大江町 0 0－1 Ｃ

　罹災者が坑内で爆薬の装てん及び結線作業を終了し、点火位置
へ移動しようとしたところ、別の場所で発破作業を行っていた作
業員が誤って点火し、罹災者に破片が当たり負傷した。

2 ２月28日
11：45頃

山口県
宇部市 0 0－0 Ｃ

　岩石採取のため発破を行ったところ、発破場所から約150ｍ（危
険区域は100ｍ）、敷地境界から20ｍ離れた他社の敷地に、最大で
こぶし大の飛石が落下し、倉庫の屋根、壁を破損し、隣接のガソ
リンスタンドのコンクリート張り床面に傷ができた。

合　　　計 ２件 0 0－1

　煙火消費中

番号 発生日時 発生場所 死 傷 級 事　故　概　要

1 ４月23日
20：00頃

愛知県
豊橋市 0 1－0 Ｃ

　やぐらに固定された大筒煙火（薬量5.6Kg）に点火するため、
ふりこみ棒と呼ばれる点火棒（薬量800ｇ、直径３cmの竹の中に
火薬を入れ、荒縄を巻いた物で、煙火主催者が製造。）に着火し、
やぐらを登っていたところ、点火棒が破裂し弾みでやぐらから落
下（1.8ｍ～２ｍ前後）、頭部を打ち意識不明となり、13日後の５
月６日に亡くなった。

合　　　計 １件 0 1－0
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保 証 会 社

１．宮崎県内の公共工事動向（前払保証分）（７月分）

 西日本建設業保証㈱　

 宮　 崎　 支 　店　

Ⅰ．全般の状況  （単位：件、 百万円） 

当　　　月 累　　　計
件　数 増減率 請負金額 増減率 件　数 増減率 請負金額 増減率

平成２３年度 340 ▲7.6% 9,055 ▲8.8% 986 ▲1.6% 39,198 ▲16.9%
平成２２年度 368 ▲20.9% 9,924 ▲35.1% 1,002 ▲19.0% 47,189 4.0%
平成２１年度 465 1.5% 15,300 ▲8.3% 1,237 6.9% 45,355 ▲0.1%

Ⅱ．発注者別の状況  （単位：件、 百万円） 

当　　　月 累　　　計
件　数 請負金額 増減率 構成比 件　数 請負金額 増減率 構成比

国 17 2,010 ▲ 19.8% 22.2% 85 10,124 ▲ 11.4% 25.8%
独立行政法人等 2 81 ▲ 86.6% 0.9% 19 7,074 ▲ 18.9% 18.1%

県 99 2,275 ▲ 26.5% 25.1% 308 9,463 ▲ 22.2% 24.1%
市 町 村 219 4,458 20.8% 49.3% 565 11,160 ▲ 14.3% 28.5%
そ の 他 3 229 969.7% 2.5% 9 1,375 ▲ 25.7% 3.5%

計 340 9,055 ▲ 8.8% 100.0% 986 39,198 ▲ 16.9% 100.0%

Ⅲ．地区別の状況  （単位：件、 百万円） 

当　　　月 累　　　計
件　数 請負金額 増減率 構成比 件　数 請負金額 増減率 構成比

宮 　 崎 71 1,765 ▲ 12.1% 19.5% 216 6,724 ▲ 35.7% 17.1%
高 　 岡 19 250 202.6% 2.8% 50 789 9.9% 2.0%
西 　 都 8 154 ▲ 47.7% 1.7% 37 1,223 ▲ 4.0% 3.1%
高 　 鍋 14 516 ▲ 72.7% 5.7% 42 2,942 ▲ 32.5% 7.5%
日 　 南 37 820 ▲ 10.9% 9.1% 80 1,771 16.2% 4.5%
串 　 間 11 111 ▲ 36.9% 1.2% 38 495 40.2% 1.3%
都 　 城 47 1,407 166.4% 15.5% 129 4,489 29.1% 11.5%
小 　 林 26 616 ▲ 21.7% 6.8% 84 1,539 ▲ 80.1% 3.9%
日 　 向 51 1,021 ▲ 31.5% 11.3% 148 9,581 10.3% 24.4%
延 　 岡 37 2,174 125.1% 24.0% 112 8,994 41.6% 23.0%
西 臼 杵 19 218 ▲ 71.9% 2.4% 50 645 ▲ 71.3% 1.7%

計 340 9,055 ▲ 8.8% 100.0% 986 39,198 ▲ 16.9% 100.0%

＜月別請負金額 （前払保証分）＞
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２．中間前金払制度のご案内

　　～制度採用市町村増加中。

　　　　　平成23年度から高千穂町、日之影町、都農町、木城町、椎葉村

　　　　　　　　　　　　　でも中間前払金を請求できるようになりました。～

中間前払とは、

当初の40％の前払金に加え、さらに20％の前払金を請求することができる制度です。

＜制度採用発注者＞

　宮崎県、宮崎市、都城市、延岡市、小林市、西都市、美郷町、高鍋町、三股町、高千穂町、日之影町、

都農町、木城町、椎葉村、国土交通省、農林水産省など。

＜中間前払のメリット＞

　●　簡単な手続きで工事代金を工事途中に回収できます。

　　　※一括現金払出ＯＫ、前払金払出依頼書も弊社で作成します。

　●　保証料が一律０.０６５％と格安です。

　例１）保証金額　５００万円の場合　　保証料は　３２００円

　例２）保証金額１０００万円の場合　　保証料は　６５００円

　例３）保証金額２０００万円の場合　　保証料は１３０００円

＜請求可能時期＞

　工期の２分の１を経過し、かつ工期の２分の１を経過するまでに実施すべき作業が終了し、工事の出

来高が50％以上となったとき。

＜保証申込時に必要な書類＞

　１．保証申込書

　２．使途内訳明細書 

　３．中間前金払認定調書（通知書）の写し

※認定調書とは、その工事が中間前払の支出要件を満たしていることを発注者が証明する書類で

す。中間前払金を請求可能な時期になりましたら「中間前金払認定請求書（申請書）」に「工事

履行報告書」を添えて発注者に提出して下さい。発注者から「中間前金払認定調書（通知書）」

が発行されます。

平成 23 年度宮崎県内の中間前払保証実績（７月末現在）
（単位：件、千円）

発　注　者 件　数 請負金額 増減率 (件数 ) 増減率 (請負金額 )

宮　 崎　 県 54 1,940,984 20.0% ▲ 2.3%

宮　 崎　 市 8 240,291 ▲ 27.3% ▲ 78.4%

都　 城　 市 6 88,578 500.0% 895.7%

延　 岡　 市 6 125,014 0.0% ▲ 66.6%

小　 林　 市 3 29,662 － －

西　 都　 市 1 10,500 － －

そ の 他 1 100,357 ▲ 66.7% ▲ 86.4%

計 79 2,535,389 19.7% ▲ 40.0%
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３．㈱建設総合サービスの「保証ファクタリング」のご案内
　　　　　　～受取手形・売掛債権のリスク管理に～

　公共工事の前払金保証を行う西日本建設業保証㈱の関連会社、㈱建設総合サービス（ＫＳＳ）は、国

土交通省が創設した「下請債権保全支援事業」に基づき、取引先の売掛債権（受取手形・売掛金）の保

証を行っています。これは、元請企業の倒産により、手形が不渡等となった場合の焦付を回避できるも

のであり、以下の特長があります。

①　保証料の２／３（上限４％）を国が助成するため、実質、保証金額の３．０～７．０％（年率換算）

で利用できる。

②　資金化オプション（年利２％）を利用すれば、保証対象の手形をＫＳＳが買い取る（手形割引）た

め、迅速に現金化できる。

③　建設会社のほか、資材販売会社も利用ができ、取引先に知られることなく、債権の保全ができる。

④　公共工事、民間工事の区別無く、また、一次下請だけでなく二次、三次下請（資材販売会社を含む）

も制度の利用が可能。

手形保証のイメージ（売掛金の場合も同様）

　同事業は国の事業であることから、現状の実施期間は平成24年３月末までとなっていますが、

詳細は下記へお問い合わせ下さい。

　　＜問い合わせ先＞

　　　株式会社建設総合サービス　金融事業部　　　ＴＥＬ：０６－６５４３－２８４８

　　　貸金業登録番号　大阪府知事（２）第１２７８５

　　　http://www.wingbeat.net/

　　　西日本建設業保証株式会社　宮崎支店　　　　ＴＥＬ：０９８５－２４－５６５６
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「建設共済とともに歩き、ともに築く。」

　共済団では、建設共済制度の安定運営が行えるように一層の普及を図る為、10月1日から11

月30日までの2ヶ月間、建設共済加入促進月間を実施します。

　当制度は、被災者等に対する追加的補償を行う「被災者補償契約」と労働災害の再発防止の

費用等労働災害に起因する企業の諸費用を補償する「諸費用補償契約」から構成される法定外

労災補償制度としての機能は勿論、被災者の子供に対する育英奨学金（業務上及び通勤災害に

より死亡、身体障害・傷病1～3級に該当した者の子を対象）も備えた制度です。

　今年度も各都道府県建設業協会と連携の上、建設共済制度の加入促進を図るとともに、すで

に建設共済制度に加入している契約者に対しては、年間完成工事高契約で補償の対象とならな

い役員、事務職員、製造業や林業などで働く労働者を補償する関連事業契約への加入を推奨し

ます。

　加入促進月間中は、各都道府県建設業協会、支部・地区協会のご協力を得ながら、説明会の

開催、ポスターの掲示、新聞・会報への広告掲載によるＰＲ活動を行います。

《建設共済 年間完成工事高契約の概要》

　主契約である年間完成工事高契約は、契約者が施工する全工事

現場（元請の甲型共同企業体工事現場と海外工事現場を除く）に

就労する労働者の業務災害または通勤災害を補償する契約です。

　経営事項審査において加点評価されることもあり約2万6千社の

事業所が加入しています。まだ、建設共済に加入していない事業

所の皆さまは、この機会に是非ご検討ください。

《年間完成工事高契約の特長》

○建設業界による自主的な共済制度で掛金が安い。

○元請・下請問わず無記名で補償。

○元請・下請それぞれの契約者へ重複支払い。

○企業の諸費用部分も補償。

○事業主（契約者）への速やかな支払い。

○経営事項審査において15点の加点。

（財）建設業福祉共済団からのお知らせ（財）建設業福祉共済団からのお知らせ（財）建設業福祉共済団からのお知らせ（財）建設業福祉共済団からのお知らせ

キャッチコピーの「建設共済とともに歩き、と
もに築く。」は、本制度が、労働者の福祉向上
と労働災害における企業の経営危機に対処する
ための「互助互恵の制度」であることをアピー
ルすることにより、事業主に「建設共済」への
加入を促していきます。

建設共済加入促進月間 開催間近 !!
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〈共済団ホームページ〉資料請求や掛金計算もできます。ご利用ください。
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